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第 5部 総合的な環境保全行政

第 1 節 環境影響評価

大規模な開発事業を実施 し よ う と す る 場合、 そ の事業の実施が周辺の環境に どの よ う な影響を与え る

か 、 事業実施前にあ ら か じめ澗査、 予測 、 評価 し 、 自 然環境の保全、 公害の未然防止を図 る ため 、 平成

3 年1 1月 に ｢鳥取県環境影響評価実施要綱｣ を制定 し 、 平成 4 年 2 月 か ら施行 してい る 。 こ の要綱の対

象 と な る 事業の種類 と 規模は 、 表150の と お り で あ る 。 今後要綱を適正に施行 し 、 環境の保全 と公害の

防止を図 っ てい く こ と に してい る 。

表149 鳥取県環境影響評価実施要綱の対象事業一覧表

種 類 対 象 事 業 規 模

道 路 の 建 設 ①高速道路の新設、 改築、 ②道路交通法上の道路で 4 車線1o km以上の も の

鉄 道 の 建 設 新幹線の建設、 改良

飛 行 場 の 建 設

①2 , 500 メ ー ト ル以上の滑走路を有す る 飛行場の新装

②2 , 500 メ ー ト ル以上の滑走路を増設す る も の又は滑走路の長 さ を500 メ ー ト ル以上

延長す る も の (延長後の長 さ が2 , 500 メ ー ト ル以上であ る も の に限 る 。 )

ダ ム 又 は放水 路

の 建 設

①湛水面積が200ヘ ク タ ー ル以上の も の

②土地改変面積が100ヘ ク タ ー ル以上の放水路の新設

埋立 て 又 は 干拓 埋立て及び干拓の区域の面積が50ヘ ク タ ール を超え る も の

廃棄物処理施 設

の 建 設

①処理能力の合。十が 1 日 当た り 100 ト ン 以上の ごみ処理施設等の設置

増加す る処理能力の合。十が 1 日 当た り 100 ト ン 以上の ご み処理施設等の変更

②処理能力の合。十が 1 日 当た り 100 キ ロ リ ッ ト ル以上の し尿処理施設の設置

増加す る処理能力の合。十が 1 日 当た り 100 キ ロ リ ッ ト ル以上の し尿処理施設の変更

③埋立ての区域の面積が30ヘ ク タ ール以上の最終処分場の設置

変更後の面積が30ヘ ク タ ー ル以上 と な る 最終処分場の変更

電 気 工 作 物

(発電所) の 建 設

出力 3 万kw以上の水力発電所、 15万kw以上の火力発電所の設置

増加す る 出力が 3 万kw以上の水力発電所、 15万kw以上の火力発電所の変更

工 場 等 の 建 設

1 日 当た り の平均排出水量が 10 , 000立方 メ ー ト ル以上の も の又は 1 時間当た り の最

大排出ガ ス量が40 , 000 ノ ルマ ル立万 メ ー ト ル以上の も の の新設

増加す る 1 日 当た り の平均排出水量が 10 , 000立方 メ ー ト ル以上の も の又は 1 時間当

た り の最大排出ガ ス量が40 , 000 ノ ルマ ル立方 メ ー ト ル以上 と な る 変更

住宅団地 の 造成 施行す る土地の区域の面積が 100ヘ ク タ ール以上の も の

土地区画整理事業 施行す る土地の区域の面積が100ヘ ク タ ー ル以上の も の

工場又 は事業場

用 地 の 造 成
一団の土地の区域の面積が 100ヘ ク タ ー ル以上の も の

ゴル フ場又はスキー場

用地の造成又は整備
一団の土地の区域の面積が50ヘ ク タ ー ル以上の も の

農 用 地 の 造 成 施行す る 土地の区域の面積が500ヘ ク タ ー ル以上の も の

岩石等採取事業 施行す る 一団の土地の区域の面積が50ヘ ク タ ー ル以上の も の
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第 2 節 鳥取県地域環境保全基金

平成 2 年 3 月 に環境庁の補助を受け、 環境保全に関す る知識の普及、 実践活動の支援等地域に根ざ し

た環境保全活動を推進す る ため 、 ｢鳥取県地域環境保全基金｣ を設置 した。 (基金の額 4 億円)

こ の基金の運用益に よ り 平成 4 年度か ら各種の環境保全に関す る 普及啓発事業を実施 してい る が 、 平

成 7 年度に実施 した事業は表の と お り であ る 。

第 3 節 環境教育の推進

近年、 国民の生活様式の変化、 消費の増大等に よ り 生活排水に起因す る 河川や湖沼の水質汚濁、 ごみ

の処理問題、 自 動車交通量の増大に よ る 大気汚染な ど住民一人ひ と り が被害者であ る と 同時に加害者で

あ る都市 ･ 生活型公害が顕在化 してい る 。 ま た 、 フ ロ ン ガ ス に よ る オ ゾ ン層の破壊、 地球温暖化、 酸性

雨な どの地球的規模の も の ま で、 環境問題は複雑、 多様化 してい る 。 こ う し た環境問題の解決のため に

は 、 行政は も と よ り 県民一体と な っ た取組が必要であ り 、 ま た 、 県民一人ひ と り が環境と の関わ り につ

いて理解を深め 、 責任あ る 行動が と れ る よ う 学習す る こ と が重要であ る 。 こ のため 、 平成 4 年 3 月 に策

定 し た ｢鳥取県環境教育基本方針｣ (やす ら ぎ と う る おいの あ る 快適な環境をめ ざ して ) に基づ き 、 平

成 4 年度 と 5 年度にそれぞれ小学生用 と 中学生用の環境教育副読本を作成 したほか 、 平成 6 年度には 、

環境ア ドバ イ ザーを学習会等に派遣す る制度を創設 した。

月
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平成 7 年度地域環境保全基金事業概要
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1 環境教育推進事業 平成 3 年度に策定 し た ｢鳥取県環境教育基本方針｣ に基づ き 、

環境教育推進のため の具体的施策を実施

環境ア ド バ イ ザー制度

市町村の講演会、 公民館の環境講座や 自 治会等の住民団体等が

実施す る環境学習会な ど に 、 講師 と し て環境ア ド バ イ ザー を派遣

2 生活排水対策推進事業 水質汚濁の著 しい湖沼流域の市町村連絡会議を開催す る と と も

に 、 テ レ ビ ス ポ ッ ト の放映、 ｢生活排水対策の し お り ｣ の作成、

生活雑排水対策推進員研修会 大会の開催、 生活難排水対策推進

員活動資材等の配布

3 少年少女環境ふれあ い推進事業 小学生を対象と して、 ｢酸性雨チ ェ ッ ク事業｣ (雨の酸性度チ ェ ッ

ク ) や 自 分た ち の身の回 り の環境問題を テ ー マ に し て巍査研究を

行 う ｢環境パ ト ロ ー ル事業｣ を実施 し 、 報告書を作成

ま た ｢環境パ ト ロ ー ル事業｣ は研究成果の発表会を開催


